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　ln　order 　to　understand 　residents
’
　consciousness 　for　taking　residentia1 　earthquake 　safety 　measures ，　we 　conducted 　a

queShonnaire　survey 　targeing 　the　chizens 　of 　Shizuoka　city，　Chiba　eity　and 　Mito　city．　Based 　on 　the　obtained 　data，　we
exan 血 ed 　correlation 　between　1℃ spondents

，
　willingness 　to　pay　fbr　takillg　the　measures 　and 　some 魚ctors 　including

sterθotypes 　ofnatu 副 disasters　and 　disaster酌 k　perception．　Then ，　we 　examilled 　closely 血 fluences　of 　the　factors　upon

1he　w 皿1ingness　by　con Ψa血 g　path　coefficientS 　ofa 　stuctural 　equation 　mode1 ．
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　　　　 shuctural 　equation 　medel 　（SEop

1 ，研究 の 背景 と 目的

（1） 研 究背景

　地震 に よる 人 的 被害 の 軽 減策 と して 住宅 の 地震 対 策は

最 も重視すべ き対策で あ る．地震 の 揺れ に 対 して 充分な

強度 を有 す れ ば居 住 者 の 身 を守 る はず の 住 宅 も．強 度 が

不足 すれ ば 却 っ て そ れ は 人 々 を死 傷 させ る凶器 と もな り

か ね ない か らで あ る．

　 そ の た め ， 中央 防 災 会 議 は，2005年 3月 に決 定 した東

海 地震 ，東 南 海 ・南 海 地 震 の 「地 震 防 災 戦 略」の 中 で ，想

定死 者 数 を 半減 させ るた め の 対 策 の
一

環 と して 2eo3年時

点 に 全 国で 75％ と推 計 され た 住 宅 の 耐震 化 率 をそ の 後 10

年 間 で 90％ にま で 拡大す る との 数値 目標を打ち出 し た
1），

こ の 数値 目標は ，その 後に 決定され た 首都直 下地 震 ， 及

び，日本海溝・千島海溝周辺 海溝型地震 に 関す る 地 震防

災戦略で も同様 に 踏襲 され て い る
2×3）．

　 こ の 目標 を 実現 すべ く国で は，地 域 住宅交 付金 制度 に

よ り地 方 自治 体 の 提 案 に応 じ国 が 耐 震 診断 ・改修 に補助

を行 う制 度，住宅 金 融 支 援機 構 に よ る 耐震 改 修 工 事費 へ

の 融 資制 度，耐震改修工 事費用 の
一

部の 所得税控除及 び

固定 資産 税の
一定 期 間減 額 か らな る 耐 震 改修 促進 税 制 な

どの 支援策 を設けて い る
4）．ま た，地方 で も国 とは 別 に

自治 体が 独 自に 補 助，融 資 ま た は減 税 によ る各種 支援 制

度を設けて い る事例 も多 い
4）．こ れ ら支援策 は い ずれ も

住宅 の 耐震 化 に係 る費用 負担 の 直 接 的 ・間接 的 な軽 減 を

目的 と した もの で ある ．

　しか し， 人 灯 が 住 宅 の 地 震 対策 に 踏み 出 さ ない 理 由 と

して ，費用 的な 問題 だ け に 原因 を求 め る こ とに は 疑 問の

余地 が あ る，例 えば，そ の 他の 多 くの 減災対策 と同 様 に

住宅 の 耐震 化 は 大 地震 が発 生 し た際 の 被 害軽 減 の 効 果 が

目的で あ るか ら，居住者 の 災害 リス ク 認 知 が充分で な く

地 震で 被害を受 け る こ とを考えもしなけれ ば，そ れ を実

行す る こ と に 価値は 見 出 され な い ．ま た ， 廣井
5）は災 害

に 対 す る 目本 人 特 有の 観念 と し て 運 命論，精神 論，天 譴

論 な どが あ る と した上 で，こ れ ら の 災 害 観 が 防 災 ・減 災

を 目指 す 合理 的 な 努 力 を 阻害す る と指 摘 し て い る．

（2） 関 連 既往 研 究

　住宅 の 地震対策実施 に 対 す る居 住者 の 意識 に関 して は ，

吉村
6）・7）及 び 小 檜 山 ら

s｝が イ ン タ
ー

ネ ッ ト上 で 住宅 所有者

を対象 に住宅 の 耐 震 補 強 工事 に 関す る意識 調 査 を行 い ，
耐 震 補強 の 誘 因 と阻 害要 因 を検討 した ．特に 阻 害要 因 に

つ い て．吉村 は建 て 替え指 向が最 も大 きい ほか，費用 負

担，工 事に よ る生 活 支障，耐震診断 ・補強技術 の 不確定

さ，悪 徳 業 者 の 存 在 へ の 不 安な どが あ る と指摘 し
6），小

檜 山 らは 費用負担，工 事依頼先への 信頼不 足，建 築技術

の 情 報提 供不 足 な ど を指摘 し た
8）．さらに，吉村は 各種

耐震補強推進 策 に 対す る 回答者 の 評 価 結 果 か ら自治 体 の

保 証 に 基づ く耐 震 補強 奨励 制 度の 有用 性 を 示 唆 し
7），小

檜山 らは 多世 帯 で の 耐 震診 断 ・補 強 を誘 発 す る制 度 の 導

入 な どを提 案 し た
S）．こ れ らの 制 度面 で の 提案は ，居住

者 が耐 震 補 強 を実 施 す る意 図 を既 に持 つ 揚 合に その 奨励

策 と して は 有用 で あ る が ，そ の 前段 に お い て は 対策実施

の 意図 を持 たせ るた めの 方策 が 課題 と して 残 され る，
　
一方，居住者 の 地 震 リ ス ク 認 知 と住宅 耐 震化 との 関係

に 関 し て は ，小 宮 ら
9｝が東 京 都 墨 田 区，世 田 谷 区に お い
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て 居 住者 を対象 に ア ン ケ
ー

ト調 査 を行い 両地 区間 の 比 較

検討を行 っ た，居 住者 が 予想 す る 「認 識 リス ク i，居住者

が 受 容 可 能 な 「許 容 リス ク 」，工 学的 手 法 に よ る 「客 観 リ

ス ク」の 3者 の 相 互 比 較 を 行 うとと もに，リス ク 低減方策

と し て地 震保 険 と耐震補強の 選 択 指向，及 び，対 策効 果

の レ ベ ル と コ ス トとの 関係 を分析 した が，耐震化対策を

促 す 方策 の 検 討 に ま で は 及 ん で い ない ．

　災害観 に 関す る検討 と して は，仲田
le）はア メ リカ と 日

本 の 災害観・災害論を比 較す る 中 で ， ま だ調 査不 足 と し

つ つ も阪 神 大震 災 で は 伝統的な 日本的災害観 は 表 面 的 に

は 影を潜 めた との 印象を 述 べ る
一

方，1995 年，1996年 に

東 京 都 民及 び首 都 圏 住 民 を 対象 に 実施 し た 調査 の 結果 か

らは 日本的災害観は 「健在」で あ っ た と報 告 して い る．
　 また，伊 村 ら

1U
は地 震 防災 に 係 わ る 各分野 の 専 門 家 8

人 に 対 して ヒ ア リン グ を 実施 し，日本 人 の 災 害観 と地震

防 災 投資 に至 る意 思 決 定プ ロ セ ス を整 理 し た．専 門 家 の

意見 と して ，日本 人 は 「運 命 論 者的な 点が 非常に ある」，
「地震 は起 きた ら し ょ うが な い と諦 め る 」，「（災 害 な ど）

何か あ る とお 祈 り し て じ っ と待 っ て い るユな どの 特徴 を

述 べ た上 で，地 震防災投資を阻害す る 要素を抽出 す る と

と もに ，そ の 根 底 に は 日本人 固有 の 災害観 に 根 ざす防災

意識 の 低 さが ある と指摘 し た．た だ し，こ の 検討 は 定性

的 に と どま り，定 量 的 な 議論 に は 至 っ て い ない ．

（3） 本 研究 の 目的

　住宅 の 建 て 替 えや 耐 震 改 修 を実施す るか否 かの 判断は

そ の 所有者 に委 ね られ る が，住宅 の 大 半 が 私有 財 産 で 占

め られ る わが 国 の 実 情 を踏ま えれ ば，住宅 の 地 震 対 策 実

施 に対 す る 居住者一と りわ け 自宅 所 有 者 の 意識 の 実態を

把 握 す る こ とは対 策を促進 す る上 で 有用 と考 え られ る．

　そ こ で本研究で は，住宅 の 地震 対策 の 促進 に 資す る べ

く，自宅所 有者 に 対す るア ン ケート調査 に 基 づ き．地 震

対 策実施に 係 る 費用条件 と ともに リス ク 認 知 や災害観 と

い う要 素 を取 り入 れ て 地 震対 策実 施 に 対 す る 自宅 所 有者

の 意識 構 造 を理 解 す る こ と を 目的 とす る．

　本 稿の 構 成 は 次 の とお りで あ る．まず2，で 自宅 所有者

に対 す るア ン ケ
ー

ト調 査 の 概 要 を示 し，3，で は 回 答者 と

そ の 住 宅 の 基 本 情 報 を 示す ．そ し て 4．で は 地 震対 策 の 実

施意欲 の 要因分析 を 個別 に行 っ た上 で ，5．で は共 分散構

造 分析 に よっ て 地 震対策 の 実施 意欲に 関す る回答者 の 意

識構造を検討す る．最 後 に6．で 本稿の ま とめ を行 う。

2 ，対象地域及 び調 査 の 概要

（1） 対 象地 域 の 選定

　自宅所 有者も含め て 居住者に よ る地 震 の リス ク認 知や

地震対策実施 の 意向 に 関 し て は，各地 の 地震 ハ ザードの

大小 に よ っ て 違い が 生 じ る こ と も予想 され た た め，本研

究で は 調査 対象 地 域 と して静岡県静岡市，千葉県 千 葉市 ，

茨城 県 水戸 市の 3都 市 を選 定 し た．

　防災科学 技術 研 究 所 はWeb ペ ージ上 で 確率論的 地 震 動

予 測 地 図 と し て 3次 メ ッ シ ュ （お よ そ 1  四方 に相 当）の

中 央点毎 の 予 測確 率 を公 開 し て い る
］2｝が，図 1は ， 3都 市

の 各市城 に 含ま れ る3次 メ ッ シ ュ 中央 点 （静 岡 市1，305箇
所，千葉市260箇所，水戸市206箇 所）にお け る 「全て の 地

震を考慮 し2008年 1月 1 日を基 準に 30年以 内 に 震度 6弱 以

上 の 地震 に 見 舞わ れ る 確率」を昇順 に整 列 したパ ーセ ン

タイ ル 曲線 で あ る．対 象 地 域の 3都 市 の 中 で 地震 ハ ザー

ドと しては 静 岡 市が 最 も 高 く，水 戸市が最低，千葉市は
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表1 調査 対象地 区 の 概 要
調 査 地 区

（世帯数）
主な町 T 特 徴

都心西部

（約9，000）
本 町 ，駒形 通 ，
田町，新富町
など5G町丁

爨驟餾蹕蛮欝黼 軅 擘爵
が起源だが，全域 が戦災被害を受 け戦後
に復興した．

　　　都心 北部
静 岡
　　 　（約5，800 ）

大岩 本町 ，
安東，城 東
など15町 丁

讐羇鑼鱗繍購灘觀票黷
だが，一部は 戦災被害を受けた，

清水駅西

（約4，600 ）

大手，本郷町
江 尻東 ，入 江

など23町 丁

覊鷄鏃 難駿麗錙鑢
に復興．一戸建 住宅 に商店 ，中低 層アパ

ートが混 在す る．

都 賀駅周辺

（約 20，000＞
甥欝

北 ・

など20町丁

1960年 代か ら郊 外 の 丘陵 地で 大規模 に開
発された戸建の 新興 住宅地

・
商業 地 と1日

来の 農村部
・
集落 が隣接す る．

千葉
　　 桜 木町 周 辺

　　 （約10，000）
桜木，小倉台．
加曽利町
など 11町 丁

1950年 代か ら郊 外の 丘 陵 地で 中小 規 模 の

難謝 罐震瓣鸚 鯲
新

赤 塚駅 周 辺

（約 17，00 
見 和 、緑 町 ，
河和 田町
など23町 丁

国道50号「日道 及び JR 常磐線沿い の 旧 来

畿誓貔羅 靉羅蟇霧
織 地

水戸
　　 干 波町周辺

　　 （約23．  ）

千 波 町 ，笠 原
町 ，元 吉田町

など8町丁

戦 後 ，郊 外 の 農村 部で 中小 規模の 宅地開
発が繰り返 され て 市街化 され た 地域．住 宅

地 に農地 が混在 す る．

そ の 中間で あ る．
　各都 市内に お い て は，住宅市街地 と して 連担 して お り

一戸建 が多 い こ と，戦 災 等 の 有 無 に よ る旧 市街 地 と新 市

街 地 を含む こ とな どを考慮 し て 調査 地 区 を選 定 した．一

戸 建 を重 視 した の は．わ が 国 で は 過 半 を 占 め る こ とに加

え，持 家で も 区分所 有 の た め建 て 替 えや耐震改修の 実 施

に は 管理 組 合 の 議決 が必 要 とな る共 同 住 宅 に 比 べ ，一戸

建 の ほ うが 地震対策 の 実施 に 居 住者 の 意 志 が反 映 され や

すい と考 え られ，本 研 究 の 目的 に 適 す る と判 断 した た め

で ある，新 旧市街地 の 考 慮 は，住 宅 の 建 築年代 の新 旧 を

取 り混 ぜ る狙 い に よ る も の で あ る ．

　な お，住宅 の 地 震 対策 へ の 居住 者 の 関 与は そ の 住宅 が

自己 所有 か 賃借 か に よっ て大きく異なるが，多数 の 住宅

に つ い て こ れ を事 前に把 握 す るの は 困難な た め，調査 対

象 の 抽 出段 階で は こ れ を 考慮 し な か っ た．

　 各 地 区の 概 要 を 表 1に 示 す ，都市毎 に 調 査 地 区 を総 体

的 に みれ ば，戦災復興あ るい は 宅 地 開発 に よ り戦後 に建

設 され た住 宅 が 多い とい う点 は 各 都市 とも共 通 し て い る．

（2） 調 査の 概要

a）設問内容

　本 調査 の 設 問項 目は 次の とお りで あ る．個 人 属性 以 外

の 設 問 で ，後述 の 分析 に お い て 用 い る設 問に つ い て は ，
｛｝内に選 択肢項 目を，（）内 に は リッ カート尺 度 の 段 階

数等 を示 す．
1地震などの 災割 　　

・意識

　  過 去 の 経 験 災 害 ：｛洪 水 災害，地 震 災 害，他 の 天 災，
　交 通 事故，他｝，  生活 の 最 大 障害 となる 事態，  生

　活 の 最 大 障害 と な る 自然災害，  地 震 対 策 を優先す べ

　き施設，  災害観 「運 命 論 」へ の 同意程 度：（「そ うは 思
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　 　 　 　 　 ■ 男性（N＝388）　固 女性（N＝14M　　　　　　　　　　　■ 男性（N＝302）　 0 女 性（N＝93）　　　　　　　　　　　 ■ 男性（N＝310）　 e 女性（N＝75）
　　　 a）静岡 市 （N≡538）　　　　　　　　　 b） 干葉市（N＝398）　　　　　　　　　 o ）水 戸 市 （N≡387）

※1 グラフ の 背景は各都 市の 世帯主の 性別
・
年齢別構成 比（平成17年国勢調査

n ）
第1次基本集 計第14表（移岡県，千葉県）

・
第15表（茨 城県）より作成）．

※ 2 各都 市とも総数 に性 別 ・
年齢不 明者を含む ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　図 2 回答 者 の 性 別 ・年 齢 分布

表2 各都市調 査の 概要

静岡市調査 千葉市調査 水戸市調 査

実施 日程 2007／1119〜12／5200711m4 〜12／520071 量1／8〜12〆5

対象地 岡市葵区 ・清水 千 葉市若 葉区 水戸市

対 象者 各住 戸 の 世帯 主

抽出方法 調査対象地区か ら対象住戸 を無作為 に抽出

配布
・
回収 訪問留置

一
郵送回収

配 布 票 数 4，050 4050 4，050
有効票数 619 515一＿一皀

うち 自宅所 有 538 398

　 491層，雪「曾冒一，冒■冒−
　 387

　わ ない 」か ら 「そ う思 う」ま で の 5段 階），  災害観 「精

神論」へ の 同 意程度：（同 〉，  災害観 「天 譴 論」
へ の 同意

程 度：（同 ＞

ll大 地震 の 発生 　び 　害 の 予 想

　  大 地 震 の 発 生 予 想 時 期，  自宅 の 震 動 被害：｛被害な

　し，一部 損壊，半 壊，全 壊 ｝，  自宅 の 火 災被害，  諦

　 め る こ と が で き る 自宅 被害程 度，  地 震 に 脆 弱 な 自

　 宅建設 の 原 因，  自身・家族 の 人 的被害 ：｛ほ とん どな

　 し，軽 い 怪 我，大 怪 我，死 亡 ｝．  自身 ・家 族 死 亡 時 の

　責任の 所在

！！1liUfi5Ext2
　  地震 に 強 い 家 づ くりの 知 識

・
技術 の 有無，  住宅 に

　 関 す る悩 み や 不 安の 相談先，  地 震 対 策 と し て 実行

　 し た こ と：｛地 震 に強 い 家 の 建 設 （賃 借 ま た は 購入 〉，耐

　震改修・補強工 事 ，
地 震保険に 加 入 ， 家具 を 固定，緊急

　持 出 品 ・
食物 を保 存，家族 や 近 所 の 人 と地震 に 関 す る

　話や勉強，他｝，  地震対策 と して 計画 して い る こ と ，

　   耐震改修工 事費用の 予想額

一
　   自宅 の 建 築年 代，  耐震 診 断受診 の 有 無，  資 産

　保 護の た めの 対 策 へ の 支払 意 志額 ：｛1ヶ月 分 の 収 入 未

　満，1〜3ヶ 月 分の 収 入 額，3〜6ヶ 月 分 の 収 入 額，6ヶ 月

　〜2年 分 の 収 入 額 ，
2〜5年 分 の 収 入 額 ，

5年分以 上 の 収

　 入 額｝，  人 命保 護の た め の 対策への 支 払 意 志額 ：｛同｝，
　   耐震 改修 補強 工 事実施 の た め に望む 支援，  耐震

　改修 工 事 実施 の 有 無，  関 連 情報 教 示 後 の 耐震 改修 ・

　補強工 事への 支払意志額

V 自宅 　 日 者 へ の 設 問

　   資産保護 の た め の 対 策への 支 払 意 志 額，  人 命保

　護の た め の 対 策 へ の 支払 意志額

盤
　  性 別 ，   年 齢，  職業，  家族 人 数，  自宅 面積，
　   自宅 構 造，  自宅 所有 関係 ，  住宅 の 建 て 方， 

　 現 宅で の 居住年 数，  今後の 居住予 定期間

b）調査 方法・回収 状況

　本 調 査は，い ずれ の 都 市 にお い て も 自記 式ア ン ケート

票 の 訪 問 留 置 ・郵送 回 収 に よ っ て 実 施 し た．配 布 先 は ，
先 に選定 した 各都市 の 調 査対象地区 （表 1）内に お い て 住

宅 地 図 か ら無 作 為 に 対 象 住 戸 を抽 出 し，自宅 所 有者 を捕

捉すべ く各住戸の 世帯主 に ア ン ケートへの 回答を依頼 し

た．な お，抽 出 され た住宅 が 共 同住宅 で あ っ た 場合 に は ，

入 居世帯 か ら さ らに 無作為に対 象 世 帯 を抽 出 した．ま た，
対 象 の 住 宅 が 滅 失 し て い た 場合 に は 配布先か ら除外 し代

替の 対象 を新 た に 無作為抽出 し た が，建 替 えが あ っ た 場

合 には そ の ま ま調 査対 象 と し た ．配布先で は郵 便受け等

に 調査票 を留 め置 い た が，そ の 際 に居 住 者 と接 触 で き た

場合に は調査への 協力をお 願 い した．
　 表 2に 各都 市調 査 の 実 施 状 況 を示 す ．各 都 市 にお い て

4，050票ずつ 配 布 し計 1，625票の 有 効回 答 を得た．本 研 究

で は，住 宅 の 構 造 的改 善 を想定 した 地震 対 策の 実施意欲

に 関 して 検討 を行 うた め，有効 回答 の うち 自宅 を 自己所

有す る 1，323サ ン プル ：静岡市 538票，千 葉市 398票 ，水 戸

市 387票 を対象 と して 分析 を行 う．

3 ，回 答者 及 びその 住宅 に 関する基本条件

（1） 回答 者 の 個 人属 性

　対 象地域 の 都市別 に 回 答 者 の 性 別 及 び年 齢 の 分布 を 図

2に示 す．静岡市調 査の 回答者538人 の 内 訳 と して ，性別

は 男 性 の 388人 に 対 して 女性 は 145人 に と どま り，男女比

は ほ ぼ3：1で あ る ，年齢構 成 は 50歳 代 ，
60歳 代 及 び 70歳

以 上 が そ れ ぞ れ 23％ 〜31％ を 占 め，静岡 市の 世帯 主 の 性

別 ・年 齢 構 成 比
13）に比 べ る と男 女 比 は整 合 的 で あ る が，

年 齢は 若 干高年齢側 に 偏 っ た 分布 とな っ て い る．こ の 傾

向は 千葉 市調 査 ， 水 戸 市調 査で も同様で あ り，千葉市調

査 は 回 答者 398人 の うち 男性 76％，60歳 代34％，70歳 以

上 33％，水 戸 市調 査 で は 回答者387人 ，男性 80％，60歳

代29％，70歳 以 上 35％ で あ る．こ の よ うに 高年 齢 の 回答

者 が 多 くなっ た理 由 と して は，本調 査で は ア ン ケ
ー

トへ

の 回答を 各戸 の 世帯主 に 求 めた こ とに加 え，分析対象 サ

ン プル を 自宅 所有者 に 絞 り込 ん だ こ とに よ る影響 と推 察

され る．

　 回答者 の 職 業 の 構 成 比 を 図3に 示 す．本 調査 の 回答 者

の 分布 と平成 17年 国勢調 査 の 集計結果 を比 較 して い るが，
後 者 に つ い て は 世 帯 主 の 産 業 分 類 等 の データが得 られ な

か っ た た め，男女 IS歳以 上人 口 で の 構 成比 を示 して い る

点 に 留 意を 要す る．国勢調査 の 結果 で は い ずれ の 都市 で

も 「そ の 他 」が2割程 度 を 占め るが，こ れ に は 「通 学」者が

含 ま れ て い る ，一方．本 調 査 の 回 答 者 は い ずれ の 都市 で
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0％　　　　　20％　　　　 40％ 　　　　 60％　　　　 80％ 　　　　且00％

　 　 　 　 　 　 ■ 1次 産業 国 2次 産業M3 次産柔 ロ 主婦 回 無瀚 日 その 他

※ 各市の 下欄 は 15歳以上 人 口 の 職業別構成比 （平成17年国勢調査 il）
第2

　 次基本集 計第2表及 び第5表（静岡県．千葉 県）
・第6表（茨城 県）より作成）．

　 　 　 　 　 　 　 　 図 3 回 答者 の 職 業

静岡市（N＝538）

千葉市（N＝3s8）
水 戸市（N＝387）

静岡市（N＝538）

千葉市 （N＝398）

水戸市（N＝387）

静岡市〔N＝538）

干葉市 （N＝398）

水 戸市 （N＝387）

0％ 20％ 　　　　　40％　　　　　60％ 8e％　　　　 loじ％

■ 一戸 建　　　　ロ 共同住宅　　　 ロ その他

　図4 回 答者宅の 住宅の 建て 方

o％ 20％ 　　　　　　40 ％　　　　　　60 ％ 80 ％　 　　 　 且00 ％

■ 木造 　ロ 防火木造　旧 鉄骨造　囿 RC 造 　ロ ブロ ック造

　　 図5 回 答者 宅の 構造

o％ 20％　　 　　 40％ 60％ BO％　　　　 100％

■ 1971年以前　 囹 ig72−tg80年　N1981 年以降　 ロ 不明

　 図6 回答者宅の 建築時期

も 「無 職 」が 最 多数 を 占 め，国 勢調 査 の 場 合 に比 べ て大 き

な割合 を 占め て い る ，こ れ らの 相違 は，本調査 の 回答 者

に は高年 齢者が 多い こ と，及 び，上 述 し た 国勢調査デー

タ の都合 に よる 影響 と思 わ れ る。産 業 別 就業 人 口 割合 と

し て は，第1次産業 に 就業す る 回答者 は ほ ぼ皆無 で あ る

が，各市 内 で 調 査対 象 地 区 を新 旧 の 住 宅 市街地 に 設定 し

た こ と の影響 と考 え られ る ．一方 ，い ず れ の 都 市 も第3

次産 業 が 7割 前 後 を 占 め るが，これ は2005年 時点 の 各市

の 第3 次 産業就業者 の 構成 比 ： 静 岡市 68．7％ ，千 葉 市

79．3％ ， 水 戸 市77．4％ 14）と整合的で ある．

　 な お ，図3〜図6で 積み 上 げ グ ラ フ が 100％ に 達 して い

ない 場合 が あ るの は無 圃答の サン プル が ある た めで あ る．

（2） 回答者の 住宅事情

　 図4に回答 者 宅 の 住 宅 の 建 て 方 を 示 す．一
戸 建 住宅 の

割合 は 各市 に お い て 93〜99％ と大 半 を 占め，2003年 の 住

宅・土 地統計調 査 ls｝の 結果 ： 静岡市 57，5％，千葉市 39．7％，
水 戸 市57，0％ よ り圧 倒 的 に 大 きい ．ま た ，住宅 の 構 造

（図5）の 「木 造 」と 「防火 木 造iを合算 した割合 に 関 し て は，
静岡調査 の サ ン プル は 住宅 ・土 地 統 計調 査 の 結果 とほぼ

同水 準 で あ る もの の ，千葉調 査の サン プル は29ポイ ン ト，
水 戸 調査 で は 16ポ イ ン ト高 くな っ て い る．い ず れ の 差異

につ い て も調 査 対象地 区 と して
一

戸建 の 多い 住宅 市街 地

を選 定 した こ と，さ らに，本 研 究 で は分 析対 象 を 自宅 を

自己 所有す るサ ン プル に 絞 っ て い る こ とが理 由 と して 挙

げ られ る．

　回答者 宅 の 建 築時 期（図6）に つ い て は ，建 築基準法で

新耐震基準が 採用 され た 1981年 以 前 と以 後 の 構 成比 に 着

目す れ ば，本 調 査 の 結 果 は住 宅・土 地 統 計調 査 の 結 果 に

よ く合 致 し て い る と言 え る．

（3）分析対象デ
ータ

　以 上 で 述べ た よ うに，調 査対 象地 区 の 選 定方針 や調 査

方法，及 び，分析対象デ
ー

タの 絞 り込 み の 結果 とし て，
本 調 査 で は各 戸 の 世 帯 主 に回 答 を求 めた が，そ の 住 宅 は

全 て 「自己 所有」で ，「一戸建」の 構成比 が 高く，世帯主 と

し て は 若 干 高年 齢の 回答 者が 多い ．こ れ らの 点 で 各種 統

計 調査 の 結 果 とは 異な る傾 向 とな っ て い る．しか し，住

宅 の 耐震化 を検討する 場合，い ずれ もわ が 国の 住宅 の 過

半 を 占め る 「一戸建」，「自己所 有 」の 住 宅 へ の 対 策 は 当然

重 視 され る べ きだ し，そ の 際 に 世 帯 主 の 関与 や 影響力 は

他 者 よ りも大 きい と考えられ る．

　そ こ で 本稿で は，こ れ 以 降に おい て も属性別 の サン プ

ル 数の 調 整な どは実施せ ず，全 て の デ
ー

タ を用 い て 分 析

を行 うこ ととする ．本稿で 示 す結果 の 解釈 に 当た っ て は，
上 記 の よ うな 層 が 多 い サ ン プ ル に 基 づ くもの で あ る こ と

に 留 意を要 す る．

4 ，地 震対策の 実施意欲の 要因分析

　 こ こ で は，今後 の 地 震 対策 実 施 に 対 す る 回答 者 の 意 欲

と各種 要 因 との 関連性 を分析 す る．既 往研 究の 指摘な ど

を踏 ま え，各 種要 因 と して 回答者 の 現在 の 意識 に関 す る

条件 と して リス ク 認 知 と災害観 を，過去 の 経験的条件 と

し て 地震 災 害 の 被災 経験 と住宅 の 構 造 的対策 の 実績を 取

り 上 げ る．ま ず地 震 対策 の 実 施 意欲 を示 す 指標 に つ い て

説 明 した 上 で，同指 標 と各種 要 因 との 関 連性 を検討 す る．

（1）地 震 対 策の実施意欲

　 本 研 究 の ア ン ケ
ー

ト調 査 で は，単 に 各 種 地震 対 策 の 実

施 意向の 有無 を 二 者 択一的 に 問 うの で はな く ， 回答者 の

意欲 の 強弱 を 捉 え る べ く，「大 地 震 か ら資産 （自宅 ・家具

等 ）を守 る対 策 」及 び 「あ なたや ご家族 の 命 を守 る対策」と

い う2種 類 に つ い て ，各 対 策 を講 ず るた め に負 担 し て も

良い と考える支払意志 額をそれぞれ個別 の 設問に よっ て

尋 ね た，支 払 意志 額 に つ い て は，それ を直接 的 に金 額 で

尋ね た場合，た とえ同 じ金額で あっ た として も その 費用

負担 の
“
重 み

”
は各 個人 に よ っ て 異 な る こ とも考 え られ

る た め，本調 査 で は 各 回答 者 の 世 帯 に お け る収 入 （家 計

所得 ）相 当額 の 何 ヶ 月 分 ま た は 何年 分 と い う尺 度 に よ っ

て 回 答 を求 め た，具 体 的 に は ｛1ヶ 月 分 の 収入 未 満，1〜

3ヶ 月 分の 収入 額 ，
3〜6ヶ 月分の 収入額，6ヶ 月〜2年分の

収 入額，2〜5年 分 の 収入 額，5年 分 以上 の 収 入額｝とい う

選択肢 か らい ずれ か を選 ん で も ら う形 式 とし た．

　 図 7に 資 産 保 護 の た め の 対 策 へ の 支払 意 志額 〔設 問 IV

  ）を調査 対 象 地 域 の 3市 間 で 比 較 して示 す ．ま た．図8

に は 人命 保 護 の た め の 対策 へ の 支払意志 額（設 問 IV  ）を

同様 に 示 す．こ こ で 図 7・図8の 凡 例 に お い て，例 え ば 「−2
年 分」とい う選 択 肢 は，6ヶ 月 分 か ら2年 分 の 収 入 に 相当

する 金 額 の 支払意志 が ある こ とを示 して い る．また，凡

例 中 の 各 選 択肢 は 支払 意志額 が 大 き な もの か ら降順 と な

っ て い る ．こ れ は，「−2年 分 」とい う選 択 肢 を 考 えた 場 合，
そ れ を上 回 る 「5年分

一
（以上 ＞jや 「（2年〉

−5年分」を選 択 し

た 回答 者 は 当然 「−2年 分」の 額 に つ い て も支払意志 が ある

と考え られ ，累積的 に 見 る こ とがで き るた めで あ る．
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静 岡市（N ＝489）

千葉市｛N＝3fi4｝

水戸市 （N＝36 

o％ 20％ 40％ 60％ 80％ 且OD％

　 　 　 　 ■ 5年分 一8 −5年分 日 一2年分 日一6ヶ 月分 ロー3ヶ 月分 ロ ー1ヶ月分

　　　　　　 （Kruskal−Wallis検定 ：Zi ＝5．267，　df一2，　p＝．072）
図 7 都市別 資産保護の ための 対策へ の 支払意志額

静岡市（N＝483）

千葉市（N＝360）

水戸市（N＝357）

o％ 20％ 40％ 60％

被害 なし（N＝78）

一部損壊（N＝532）

　 半壌（N＝370）

　 全壊（N＝229）

o％ 20％ 40％　　 　　60％ 80％　　 　　100％

80％

● 5年 分
一回 一5年分団 一2年分 団 喝 ヶ月分0 −3ヶ月分 囗一1ヶ月分

100％

　 　 　 　 資産保 　対　への 　ra意F． 額
5年 分 一

　
一5年 分 　

一2年 分 一6ヶ月 分 一3ヶ月 分 一1ヶ月 分　 計

　 な し
一

部損 壊

半壊
全壌

　 計

0　　　　 4　　　　 5
6　　 　 11　 　 　 71

9　　　 16　　　 77
13　　　　6　　　 50
28　　　 37　　 203

13111986728926　　　 30　　　 7S
l75　　　　158　　　　532

94　　　 76　　 370
40　　　 53　　　229
335　　　 317　　　1209

　 　 　 　 ■ 5年分一国 一5年 分 e −2年 分 N −6ヶ月 分 ロ ー3ヶ月分 0 −1ヶ月分

　　　　　　 （Kruskal−Waltis検定 ：Xi ；4．805，　df　2，炉 ．091）
図8 都市別 人命保護の た め の 対 策へ の 支払意志額

静岡市（N＝536）

千葉市（N＝ag6）

水戸市（N＝384）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ leeo！e

　 　 　 圏 全壊 　 　 m 半 壊 　　 m 一部 損壊 　 　 0 ほとんど被害 なし

　　　　　 （Kruskal−W 詛1is検定 ：x
コ≡3．652，　df」2，「 ．161）

図9 都 市 別 大地 震発 生 時 の 自宅被 害 予 想 程度

静 岡市（N＝519）

千葉 市（N＝383）

0％ 20％ 40％

　　　　　　　　　　 （Jonckheere−Terpstra検定 ：Pく．OOI＊ ＊ i ）

図11 大地 震発生 時の 自宅被害の 予想程度別 資産保護の

　 　 ため の 対 策 へ の 支 払意 志 額

被害なし（N＝　77）
一
部損壊（N＝532）

　 半壊（N＝364）

　 全壊 （N＝224》

0％ 2e％　　 　　40％ 60％　　　　　　80％　　　　　　且00％

60％ 80％ 且oo％

匿 5年分
一

困 f 年分 日
一2年分N −6ヶ 月分O −3ヶ月分 0 −1ヶ月 分

　 　 　 　 人命 保護対策への　払意志 額
5年分

一
　
一5年分　

一2年分
一6ヶ月分

一3ヶ 月分
一1ヶ 月分 　 計

被害なし

一
部損壊

半壌

全壊

　 計

2　　 　　 4　 　　　 14　 　　　 16

33　　　　 22　　　　 101　　　　置27

22　　　　28　　　　88　　　 旦Ol
25　　 　 　 9　 　　 64　 　　 52

82　　　　　 63　　　　 267　　　　 296

正8　 　　 23　 　　 77

139　　　　110　　　　532

72　　　 53　　 364
32　 　 　 42　 　 224

261　　　　228 　　　 1197

水戸 市（N＝378）
　 　 　 ■ 死 亡　　 日 大怪我　　団 軽い怪我　　囗 ほとんど被害なし

　　　　　 （Kruskal−Wallis検 定 ；x2
≡1．300，　df≡2，　p＝．522）

図10 都市別 大 地 震 発 生 時の 家族被害予想 程度

　図7及 び 図8に お い て ，資 産 保護 対策 及 び人 命 保 護 対策

へ の 支払意志 額を都市間で 比 較す る と，有意差は 認め ら

れ な い （Kruslcal−wallis検 定 ）が ，支 払 意 志 額 が 高 い 順 に

静岡 市 ， 千 葉市 ， 水戸 市 とい う序列 が 見受 け られ る．こ

れ らの 結果 は 各地 の 地 震ハ ザードの 大 小 に対 応 した 順序

とな っ て お り，地震 対 策 に対 す る 人 々 の 意識 が 反 映 され

た 結果 と も解釈 で き よ う．また ，各 市 とも図 7の 資 産 保

護 よ りも図 8の 人命保 護 の た め の 支払 意志額の ほ うが 高

く，人命 保 護が 重視 され て い る こ とが窺 え る．

　 　 　　 　 　　 　　 　 （jonckheere−Terpstra検 　 pく OOII＃ ）

図 12 大 地 震発 生時の 自宅被害の 予想程 度別 人 命保護の

　 　 ため の 対 策 へ の 支払 意 志額

被害なし（N＝86）
軽い 怪我（N弌 94｝

大 怪我（N＝320）

　 死亡 （N＝S3｝

隅 20％ 40％ 60％ 80％　　　　且oo％

■ 5年分一回 一5年分 薗 一2年分 ロ ー6ヶ 月分 0 −3ヶ月分 ロ ー1ヶ月分

　 　 　 　 資産保　対　への 支払意心額
5年分

一
　
一5年分　

一2年分
一6ヶ月分

一3ヶ月分
一1ヶ月分　 計

被害なし

軽 い径 我

大怪我
死 亡

　 計

1　　　　 1　　　 10
10　　　 23　　　100
9　　 　 12　 　　 65

8　　　　 1　　　 24

28　　　 37　　　199

18163851728327　　　 29　　　 B6
217　　　 181　　　 694
70　 　 　 79　 　 320

17　　　 16　　　 83
331　　　 305　　 1183

（2》地 震 リス ク 認 知 と地 震 対 策 の 実施 意 欲

　 地震災害 の リ ス ク認知 に つ い て 検討す る た め に，本 調

査 で は ， 仮 に大 地 震 が 発 生 した と 仮定 した 場 合 に 予 想 さ

れ る被害程度 を尋 ね た．図9に 大 地 震 発 生 時の 自宅 被害

の 予 想程度 （設 問 皿   ）を，図10に は 回答者自身や家族 の

人 的 被害 の 予 想 程 度 （設 問 H   ）に 関す る結果 を3市 間 で

比 較 して示 す．と もに全体 とし て 有意性は認 め られない

（Kruskal−Wallis検 定 ）も の の ，自宅 被 害 につ い て は，水

戸市 で は他の 2市 よ りも「全 壊」を予 想す る 回答者 の 割合

が若 干 多 い （図9）．ま た，家 族 の 人 的 被 害 に つ い て は，
水戸市で 「大怪我 」との 回答 が他 の 2市 よ りも突出 して 多

い （図 10）．た だ し，水 戸 市 の 結果 だ け が 他 と異 な る傾 向

とな っ た理 由は 不 明 で あ る，
　 こ の 大地 震発 生 時 の 被害 の 予 想 程度別 に地 震 対 策 の 実

施 意 欲 を検 討 す る．まず，自宅被害 の 予 想程度（設 問 n

  ）別 に 資産保 護対策への 支払意志 額 （設問N   ）を図ll
・に，人 命保 護対 策 へ の 支 払 意 志 額 （設 問 W   ）を図 12に 示

す．また，回答者自身を含む 家族の 人 的被害の 予 想程度

　　　　　　　　　　 （亅・ nckheere −Terpstra検 　Pく．OOI＃ ＊）

図 13 大地 震発 生 時 の 家族 被 害 の 予 想 程 度 別 資 産保 護 の

　　 ため の 対策 へ の 支払意志額

被害なし（N＝S8）
軽い怪 我（N＝691）

大怪我（N＝317 ）

　 死 亡（N＝80）

o％ 20％ 40％ 60％ 80％　 　 　 Looy．

■ 5年分一国一5年分 国 一2年分 N −6ヶ月分 ロー3ヶ月分 囗一1ヶ月分

　 　 　 　 人命 保 護 対 策 への　 払 意 心額

5年分
一
　
一5年分　

一2年分
一6ヶ月分

一3ヶ月分
一1ヶ月 分　 計

　 　よし

軽 い怪 我

大怪我
死 亡

　 計

3　　　　 2　　　 15
41　　　 34　　　135
27　　　 17　　　 85

11　　　　 9　　　 2S

82　　　 62　　　263

28179741229313　　　 27　　　 8臼
175　　　　127　　　　69星

58　　 　 56　 　　 317

　 臼　　　 12　　　 呂0
254　　　　222　　　1176

　 　 　　 　 　　 　　 　 （亅。nc   eere −Terpstra検 　 Pく．001榊
）

図 14 大 地 震発 生時の 家族被害の 予想程度別 人 命保護の

　　 ため の 対策へ の 支払意志額
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静 岡市（N＝534）
千葉市〔N＝3e4）
水戸 市（N ＝37fi）

o％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

51 　　　　　　　　 口 2　 03 　　　　　　　　　　 団 4 　■ 5

　そうは 思わ ない　　 　　どちらとも穹えない　 　　　そう思う

表3 各 災 害 観 に関す る解 説

運　論」への 同．の 程

Lそうは 　　　 2．　　 3．どちらとも
思わない 　　　　　　　言 えない

4．　　 5．そう思う
　 　 　 　 　 　 　 計

設 問で の 解 説 文

運命 論
災 　 で 生 きるか 死 ぬ か は

一
人
一

人 の

命 で決 ま っ てい る」

められ た運

精神論
災 　が起こっ た ら，自分 　　族 の

に頼るまたは祈るしかない 」

の は神 　仏

天識論 「災害は天 が与 えた罰で ある」

0％ 20 ％ 　　　　　40 ％　　　　　60 ％　　　　　8眺 　　　　　100％
静 岡

千葉市

水 戸市
　 計

19015417351739764394114slO79635149585220

皇

955744534384376

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 169　　　 1294

　　 （Kruska1−Wallis検 定 ：X
−＝10．051，df」2，　p＝．007＊＊）

図 15 都 市 別 「運 命 論 」へ の 同意程 度

静 岡市 （N＝532）

干葉市（N＝381）
水 戸市（Ne37fi）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

ll　1．否定 ｛N・656）
N2 ．　　　〈N＝197）
匝

羅
3・中立 （  o）

＃ 4．　 　 　 胎 67）

醤5．肯定 α← 67）
■ 5年 分一圃

一5年分 日
一2年分 団 S ヶ月 分 囗

一3ヶ月分ロ
ー1ヶ月分

■ 1　 　　　 　　 　　 口 2 　口 3 　 　　　 　　 　　　 　日 4 　■ 5

　そうは思わない 　　　　どちらとも言えな い 　　　　そう思う

一 一J
L そうは　 　　 2．　　 3．どちらとも
思 わない　　 　　　　　言 えない

　 　 　 　 資産 保護対策への支払意志額
5年分

一
　
一5年分　

一2年分 略 ヶ月 分
一3ヶ月 分

一1ヶ月分　　計

1．否 定

2．
3．中立

4．
5．肯定

　 計

14　　　 20　　　 129
4　　　　11　　　 26
7　　 　 　 4　 　　 28

1　　　　 2　　　　 8
0　　　　0　　　　 9
26　　　 37　　　200

1634845161529716S　　　　162　　　　656
60　　　 48　　　 197
66　 　 　 50　 　 　 200

20　 　　 20　 　　 67

16　　　 27　　　 67
330　　　 307　　　n87

4．　　 5．そう思う
　 　 　 　 　 　 　 計

静 岡

千葉市
水 戸 市

　 計

296216202714875959042 271867022312120

一
72

694312532381376

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 79　　　 t289

　　　 （Kruska1−Wallis検定 ： x
−＝．795，　df」2，　p＝．672）

図 16 都市別 「精神論亅へ の 同意 程度

80％ 100％

　　　　　　　　（J・ nckheere −Terpstra検 （片側）P置008＊ ＊）

図18 「精神論」同意程度別 資産保護対策へ の 支払意志額

20％ 40 ％ 60％

凱 否 定  ・）

腰　2．　　　ca＝195）
一3．中立 OC＝198）
＃ 4・　　　  ＝68）

讐5．肯定 創写65）

o％

静岡市 （N＝533｝
千葉市 （N＝3s3｝

水戸市 （N＝377）

0％

20％　　　　 40％　　　　 60％　　　　 80％　　　　且00％

■ 5年 分
一
巳
一5年分 園

一2年 分 団
一6ヶ月 分 ロ

ー3ヶ月分 ロ
ー1ヶ月分

■ 1　　　　　　　　 国 2　口 3　　　　　　　　　　口 4　 e5
　そうは思わない 　　　 　どちらとも言えない 　 　　　そう思う

　 　 　 　人命保護対策への 　払意志 額
5年分

一
　
一5年分 　

一2年分
一6ヶ月 分

一3ヶ月分
一1ヶ月分　 計

天 謎踰」への 同，の 程 度

1．そうは 　　　2．　　 3．どちらとも

思わな い 　　　　　　　言えない

4．　　 5．そう思う
　 　 　 　 　 　 　 計

　岡 市

千葉市
水戸市

　 計

313252240805963854441 10354

餌

22旦

211913

一
53

7273il533383377

1 否
2．
3．中立
4．
5．肯定

　 計

47　 　　 41　 　　 155

亘3　 　　 13　 　 　 37

14　　　　 9　　　 39
4　 　 　　 0　　 　 19

0　　　　 0　　　 14

78　　　 63　　　264

16154471715294125　　 　 120　　 　 649

46　　 　 32　　 　 195

52　　　 37　　　198
17　　 　　 11　　　 68

15　　　 21　　　 65
255　　　　221　　　1175

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 66　　 　 1293

　　 （Kruslcal−Wallis検 　　　X
：＝6．972，（lfi＝2，　p≡．031拳）

図 17 都市 別 「天 譴論亅へ の 同意程度

（設 問 ll  ）別に 資産保護対策への 支払意志 額 （設問 IV  ），
人命保 護対 策 へ の 支 払 意 志 額 （設 問 IV  ）をそ れ ぞ れ 図 13，
図14に 示 す．

　図 11及 び 図 12で は ， 大 地 震 に よ る 自宅被害 の 予 想程 度

が 深刻 で あ る ほ ど，資産 保 護対策 あ る い は 人 命保 護対 策

へ の 支払 意 志額 が 大 き くなっ て い る．こ の 傾向は 図13及
び 図 14で も同様 で ，大 地 震 に よる 家族 の 人的被害の 予想

程 度が悲観 的で あ る ほ ど，各対策への 支払意志 額が 大 き

くな る．こ れ ら の 傾 向 は い ず れ もJonckheere −Terpstrait

定 に よ り有意性 が認 め られ る．リス ク認 知 の 高 さが危 機

感 を呼び 起 こ し，対策 実施 の 必 要性 を 高く認 識 させ て い

る こ とが推 察 され る、
　 こ の 結果 か らは ，住宅 の 地 震対策 を推進 す る た めに 居

住者 の リス ク認 知 を適切 に高め る とい う方略 も考えられ

る，リス ク 認 知 を過剰 に 煽 る よ うで は 倫理 的 な問題 が生

じ る が，自分 自身の 住 宅 の 強度 と地震時 に予 想され る被

害程 度を住民 に 的確 に理 解 して もらう取 り組み を進 め る

こ とは 重要 と言 え る．
　 また ，対策実施 の 時 間的 優先順 位 を考 え るの で あれ ば ，

リス ク認 知 の 高 い 人 々 に 対 し優 先 的 に 地 震対 策の 実施 を

働 きか け る とい うの も一
っ の 考 え 方 で あ ろ う，

　　　　　　　　 （Jonckheere−Terpstra検定 （片側）；p＝．e10 寧）

図 ig 「精 神論 」同意 程 度 別 人 命 保護 対 策 へ の 支 払 意 志額

（3） 災 害 観 と地震対 策 の 実 施 意 欲

　本 調査 で は，日本 人 に特 有 と され る各 種 災害 観 に関 す

る解説 （表 3＞を回 答者 に 示 し，そ れ ぞ れ の 災害観 毎 に 同

意 の 程 度 を5段 階 リ ッ カート尺 度 に よ っ て 尋 ね た （設 問 1

  〜  ）．なお ，リッ カ
ート尺 度の 1，3，5の 脇 に は そ れ

ぞ れ 「そ うは 思 わ ない 」，「ど ち ら と も言 えない 」，「そ う

思 う」と添記 し た．図15に は 「運 命論」．図 16に は 「精 神

論 」，図 17に は 「天 譴論 」に 対す る同 意の 程 度 をそ れ ぞれ 3

市 間で 比 較 して 示 す．い ずれ の 災害 観 に関 して も否 定的

回答 が ほ ぼ 半数 以 上 を 占め，肯定的回答は い ずれ も 少 数

派で あ る．た だ し， 神 や 仏 あ るい は天 とい っ た 非人 的 な

意志 の 存在 を 前提 と し な い 運 命 論 に 関 して は 肯 定派 も比

較 的多い ．
　 次 に．災 害観 と地 震 対策 の 実 施 意欲 との 関連 性 を検 討

す る．図 18に 「精神論」
への 同意程度 （設問 1   ）別 に 資産

保 護対策 へ の 支払 意 志額 （設 問IV  ）を ， 図 19に は 同 じ く

「精神論」へ の 同意程度別 に 人 命保護対策 へ の 支払意志 額

（設 問W   ）を 示 す．な お ， 図 18・図 19の 縦 軸 の 「否 定 」，
「中立 」，r肯定 1とい う項 目は そ れ ぞれ リッ カ

ー
ト尺 度の

「そ うは 思 わ ない 」，「どち らとも言 えな い 」，
「そ う思 う」

を 意味 して い る．
　 図 18・図 19で は 「精 神 論 」へ の 同意 程 度が 高ま る ほ ど，
資産保 護対 策 及 び人 命保 護 対 策 へ の 支 払 意 志額 が低 減 す
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経験あり（N＝11鈔

経験なし（N＝1101〕

0％ 20％　　　　40％　　　　60％　　　　80％　　　　匸00 ％

　 　 　 　 es 年分
一
団
一5年分日

一2年分 日 S ヶ 月分 0 −3ヶ月分 ロー1ヶ月分

　　　　　　（Mann −Whitney’s　U ＝60286．5，　z弓一．399，　p＝．690）
図20 地 震災害経験別 資産 保護対策へ の 支払意志額

　 　 　 　 　 0％ 　　　　　20％　　　　　40 ％ 　　　　　60％　　　　　80％ 　　　　　IOO％

黷雛 二lll一 ヨ
　 　 　 　 ■ 5年分

一
匿 づ 年分 固 一2年分 田 一6ヶ月分O −3ヶ月分 0 −1ヶ月分

　　　　　　（Mann・Whitney’s　U＝60899．0，　z＝一．151 ，p＝．880）
図21 地 震災 害 経験別 人 命保護対策 へ の 支払意志額

実施した（N＝525）
実施なし（N＝688）

0％ 20％　　　　 40％　　　　60％　　　　80％　　　　100％

　 　 　 　 　 駟 5年分
一M −5年分 四

一2年分 ロ ー6ヶ月分 囗 一3ヶ月分 ロ ー1ヶ月分

　　　　　 （Manm −Whitney’s　U＝174277 ．0，　z己一1．078，　p＝．281）
図22 構造 的 対 策実績別 資産 保 護対 策へ の 支払意志額

実施 した（N＝522）

実 施な し（N＝618）

0 ％ 20％ 　　　　　　@40 ％　　　　　　60 ％　　　　　　 呂0 ％　　　　　　100

　 　 　 　 　■5 年分 一
圃一5 年 分

団一2 年 分N− 6 ヶ 月
分
ロー3 ヶ 月

分0− 1ヶ

分 　　　　　 　（
Ma皿一Whitney’s　U己175578．5，　z＝一．237， 　pr8

） 図23 構 造 的 対策 実 績別人命 保護 対 策へ の 支 払

志 額 るという 有 意 な 傾 向が 認められ（Jonckheere− Terps
a 検 定 ） ，「精神論」 的 災 害 観 が人 々の 地 震 対 策 の 実

意 欲に 阻 害 的 に 作 用 してい る こと
窺
え

る． 　 一 方， 「 運命 論」及び 「 天 譴 論」に 関 して は

そ れ ぞれへ の 同意 程 度 別 に地 震 対策 へ の 支 払意 志 額

多寡に有 意 な 傾 向 は認め ら れ な か った ． この理由と

て は ，本調査 で 尋 ねた 各 対策 への 支払 意 志額 は大地
に 備 えた 事 前対策 に 関 しての 実 施意 欲で あるが，これ
対し て「 運命論 」 や 1 天 譴論 」 は 大 災害 が 起き てし ま

てか らそ の状 況を 受 容 したり諦めた りす る ため の 事

的 な解 釈 に用 い ら れ る 面 が強 い か
で はな いかと 推 察 さ れ る． 　しか し ，各 種 要 因 をそ
ぞれ単 独 で扱 う の で は な く， 複 合 的に 検 討 し た場 合

は ．災 害観 が地 震 対 策 の 実施 意 欲 に対して 間接 的 に

響を及 ぼ すと い う 可能性もある た め，後 の分 析で は 「精神

」に 加え 「 運 命 論 」や 「 天 譴論 」の

影響につい ても 改め て 検 討を 行 う ． （ 4 ） 被 災 経験 ・

造 的 対 策の 実 績 と地 震 対 策 の実施意 欲 　 過去におけ

回答 者 の 被 災経験や 自 宅で の 地 震対策の 実績 の 有 無

今後の地震 対策

実 施 意 向 に影 響 す る こ と も考 えられる ． 　そ こで

地震災害の被 災 経 験の 有 無 （ 設 問 1   ）別に 資 産保護対

及 び人命 保 護対 策への支払意志額（設問 IV   ・   ） を

れ ぞれ図 20 ，図 21 に，自 宅 に おけ る構 造 的 対 策 の

績 の 有 無 （ 設 問皿   ）別に資産保 護対策及び 人 命保 護 対策

の支払 意志額（ 設 問 IV   ・  ）をそれぞれ
図22，図 23

3市間 で 比 較 して 示 す ，
な
お， 図22 ・ 図23 で は過去 に

u 地 震 に 強い 住 宅の 建 設 ・ 購 入 」 ま た は 「自宅 の 耐震 改 修

補 強工事］の い ずれ か を行っ た ことが あ る場合 に「

造的 対 策 を 実 施」と 表現 し て いる． ここ で．他 の 設問 同
に 「地震に強 い 住宅 」と い う の は回 答 者 の 自 己 申告

よ るが ， 住 宅 を 建 設 ・ 購入す る際 に は ， その 安 全性

つい て業者 な どか ら 何 らか の 方
法に より情報を 得る の

普通で あ ろ う から ，「 地震

強い住宅を建設・購 入 し た」との回答は 信憑性 に足 る も

と思われ る ． 　図20 〜 図 23 によれ ば， 地震 災 害

被 災 経験や自 宅 の構 造的対策 の 実 績の 有無によって

産 保護 対 策あ るいは人 命保護対
策

の ため の 支払意 志 額の 大 き さに 有

な 差 は 認 めら れず（ Mann − Whitney の U
定）， こ れ ら 要因と 地 震 対 策 の 実施意 欲 と の 関 連 性

あ まりな い ， この理由 と して は，その 他 の 条 件 や 要
が よ り 大 き く作 用 する こ と によ って，過 去の
災 経 験 や自宅の 構造的 対 策 の 実績 の 影響 が 相 対的に

小 化 されて い るこ と が 推察 され る． 　し かし，「地
災 害の被 災経験があれば，その 実 体 験 に 基づき 地 震 対

の 必要性 を強 く認識するから対 策実 施 の 意 欲が 高 く
る 」 とか，「過 去 に構 造的 対 策 を 講じて い れ ば．改

て 地 震対 策を 実施 する 必要 性を あ ま り 感じな い か ら対
実施の 意 欲 は 低く な る」 とい った 仮 説 は， 論 理 的に

充 分に 成 り 立 ち 得る ものであ る． 一 般論 と し て ， 単

の要因としては 目 的 変 数 と有 意 な 関連 性 が 認め
れ なく ても ，他の 要 因 と組 み 合わせ て 分析 す ること

よ っ て ， 間 接 的な影響が 抽出 され る可

性もある． 　そこで 次 章では．本章で

れぞれ個 別に分 析 し た 各 種 要 因に つい て 同 時 ・複 合的
分 析 を 行う． 5 ．地震対 策 の実 施意 欲に関する 意 識

造 　 前 章 では 各 種 要 因ご と に 個 別 に 分 析を 行 っ た の
対 し， ここで は ， 複数の要 因を並 列的 に 取り 上 げ ，

分 散 構 造 分析 によ

て地震 対 策 の実 施意欲 に 関 す る意識 構

モ デ ルを構築し， 各種要因が複 合す る 構造とそれ ぞ

の 影 響 に つ いて検討 を 行 う ， （ 1 ） 名義尺度 ・

序 尺度 の 連続量化 　 共分 散 構 造分析 を 行う に
，投 入 変数 のデ

タ形式 が 連 続量 また は ダ ミ ー変 数である 必要 が あ る

め ，前 章 で 取り 上 げ た各 要 因 の変数 を 次の よう に 変

した ． a ）支 払 意志 額 　支払
意 志 額に 関 する 選

肢 は 収入相 当 額の何 ヶ
月 分 ま たは何年分 と いう 形式であ っ

た め ， 予 め 年 数 を 月数に 換算し た 上 で 各選 択 肢 の 中

値をデータ と し て 与え た ． 例えば，設 問IV   ・   の「6ヶ月

2 年分の 収 入 額J と い う 選択 肢 に つ い て は ， 6 ヶ月

ら 24 ヶ 月の中央値と し て 15 ．0を与 えた， た だ し

「 5 年 分 以上 」 の場 合 に は 60 ． 0 と した． こ の よ

に す ると他 の選 択 肢
比べ 過小評価とな っ て

まうが
，「5年分以上 の収 入 額 」 と い う回答につ い て

はその中

値 を合 理 的に定義 で き な い た め， 便 宜的に この 方 法

と っ た． b ） 自宅 被害友 び 人的 被 害 　 梅 本 】6
は，住 宅 被 害 に つ いて は 「災害救助の実 務」 17 ）に

ｦ され た 住 宅 被 害 の 認定基準に基づき ，人的 被害 に つ い

ては 交 通 事 故の保 険金支払額 に基づ いて

れぞ れの被害 程 度別の重み付 け を推 定 し た ． 本研

でもこ の み け を 用

るこ
と

した

自
宅被害

及 び， 人的被害の

度別

重み付け

を表4・
5に示す

4 自 宅

害の 重み

け 　　表5 人的被

の重み付

被害程

値

害程度

全

．
半
壊 一 部 損 壊 ほ とんど被 害 な し O ．
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　 　 　 　 ．oo

a ）静岡 市の回 答者群 に関する標準化 推定値 （N ＝459）

．00

b）千葉市の 回答者群に関する標準化 推定値 （N ＝ 338）

．01

　　　　　　　　　　　 c）水戸市 の 回答者群に関する標準化 推定値 （N ＝340 ）

図24 共分散構造分析（多母 集団の 同 時比 較）に よる地震対策の 実施意 欲に 関する諸要因の 構造と影響度

の で あ るが ， 人 々 の 地 震 対 策 へ の 意欲 は特定の 対策 を行

えば機 械的 に低 下 す る よ うな も の で は な く，安全 ・安心

を求 め て 自宅 の 構 造的対 策 を実施 した人 は，さらなる地

震対 策に も 前向き な意 向 を維持 し て い る，とい う状況 を

示 唆す る もの と思わ れ る．

　 「災害観」及び 「被害イメ
ージ」に 関係す る各 パ ス 係 数 の

大小 関係 は3市間で 概 ね 同様 で あ り，こ の 部分 で は意識

や 認識の 構造 に は特 段 の 地 域 差 は認 め られ ない 。唯
一

，

「地震対策 の 実施意欲」か ら「資産保護対策」及 び 「人命保

護 対策 」に 向か うパ ス 係 数 の バ ラ ン ス に 3市問 で 差 が 生 じ

て お り，静岡市モ デ ル で は資産保 護 よ りも人命 保 護への

パ ス 係 数 の ほ うが 大 き い の に 対 し て ，他 の 2市の モ デ ル

で は こ の 大 小 関係 が 逆 転 して い る．地 震 ハ ザードが 最 も

大 きい 静岡市の 回 答者 は 人 命 を守 る た めの 対策 を よ り重

視 して い る こ とが 窺え，こ れ は4．（1＞で の 分 析 結果 を反

映 し た形 とな っ て い る，
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　以 上 ，共 分 散構 造モ デル に よ っ て回 答者 の 地 震対策 の

実 施 意欲 に関す る意 識 構 造 の 理 解 を試 み た．
究大学院大学に よ る 「地震 リス ク 認 知 に 関す る調 査研 究」

（研 究 代表 者 ：岡崎 健 二 ）の
一

部 と し て 実施 され た もの で

あ る ．

6 ．まと め

謝 辞
　本研 究で は，地 震 対策実施 に 対す る 自宅 所有者 の 意識

構 造 を理解 す る こ とを 目的 と して ，静 岡市，千葉 市，水

戸 市 に お い て 自宅 所有者 に 対 す る ア ン ケート調査 に 基 づ

き分 析 を行 っ た．地震 対策 を講 ず るた め の 支払 意志額 を

対策 実施 の 意 欲 の 指標 と し て，ま ず は ，地 震 被 害 の リス

ク認 知や 日本 人 に 特 有 とされ る災害観など各種要 因 との

関連 性 を個別 的 に 検討 し た ．そ の 上 で ，共 分散構 造 分析

に よ っ て地震対 策の 実施意欲 に関 する意識構造モ デル を

構 築 し，各 種 要 因 が複合 す る 構 造 と対 策 実 施 意欲 へ の 影

響度 につ い て 検討 し た ．本研究で 得 られ た 主 な知 見 を以

下に 掲げ る。
・ 大地震発生 時 の 予 想 被害が 悲観的で あ る ほ ど地 震対策

　 の た めの 支払 意 志 額 は 大 き くな る，リス ク 認 知 の 高 さ

　が危 機感 を 呼び 起 こ し，対策 実 施 の 必 要性 を高 く認 識

　 させ て い るこ とが 推察され る．住宅の 地震対 策 を促 進

　す る た め に は，自分自身 の 住宅 の 強 度 と地震 時 に予 想

　 され る被害程 度 を住民 に的確 に理 解 して も ら う取 り組

　みが 重 要 と言 え る．
・これ に対 して，日本 人 特有 とされ る非科学的な災害観

　 が強 けれ ば対 策 実 施 意 欲 は 弱 ま る が，影響 の 度 合 い と

　 して は ，災害観 よ りも大 地震時 の 被害イ メ
ージ の ほ う

　 が強 く作用 して い る，
・ 過 去 に 地 震 に 強 い 家 の 建 築

・購 入 ま た は 自宅 の 耐 震 改

　修・補強工 事を行 っ た 実績が あ る 場合，大 地 震時 の 被

　害イ メ
ージ は 楽 観的 に な る ．住宅 の 構 造的 対策 に よ っ

　て 住入 は安心感 を得て い る こ とが わ か る．
・ た だ し，人 々 の 地 震 対 策 へ の 意欲は そ う した 対策 を行

　えば機械的 に 低下 す る よ うなもの で は なく，安 全 ・
安

　心 を求 め て 自宅 の 構 造 的対 策 を実 施 し た 人 は さ らな る

　地 震対策 に も前 向 き で あ る こ とが 推察 され る．
・ 過 去 に お け る 地 震災害の 被災 経験 の 有 無 が，今 後 の 地

　震 対 策 の 実 施意欲 に対 して及 ぼす 影響 は微少 で ある，
・ 地 震 対策 の 実 施 意 欲 が 資産 保 護 対 策 と人命保 護 対策 と

　に振 り向 け られ るバ ラ ン ス は地域 に よ っ て 異な り，他

　 の 2市 に 比 べ て 静 岡 市 の 回 答 者 は人 命 保 護 の た め の 対

　策を重視す る傾向が よ り強 い．

　と こ ろで ，本 研 究 で は，自宅 所有 者 の 地震 対策 の 実施

意欲 に 関 し て ，リス ク認知 や災 害 観な どの 要 素 を取 り入

れ な が ら適合 度 の 高 い 共 分 散構 造分 析 モ デル を構築 し，
そ こ か ら上 記 の 知 見 を抽 出 す る こ とが で き た，こ の 過 程

自体 も，地震対 策実施 に 対する意識構造の 理 解 とい う本

研 究 の 目的 に適 っ た 成果 と言 うこ とが で きる．

　最後 に，今後 の 課題 と し て 次 の 2点 を挙げ る．
・ 今 回 は，地 震 対 策 の 実 施 意欲 の 指標 と し て 「資産保 護

　の た め の 対策」及び 「人命保 護 の た めの 対 策 」に 関す る

　支 払 意 志額 を尋 ね た が ，的確 な 回答 を 得 る た め に は，
　 よ り具体的 に対 策 内容 を提 示 す る こ とが望 ま しい ．
・本 研 究 で 構 築 した モ デル に よ る 解釈は ，意識構 造 の 理

　解 に と どま る もの で あ っ た．実務場 面 で の 応用 を図 る

　 とすれ ば，施 策 と し て 操作可 能 な要 因 に 関す る 政策 変

　数 の 導 入 が不 可 欠 で あ る．

な お，本研究 は．独 立 行 政法人 建 築研 究所及 び 政策 研

　 本 研 究 で は，成 澤 晶 浩 氏 （現 森 ビ ル 株 式 会 社 ）の 筑 波

大 学 第三学 群 社 会 工 学 類卒業研 究 に お ける 調査 デー
タ を

使用 し，調 査 データ の 作 成に 当 た っ て は筑 波 大 学 大学 院

生 の 梅田 研 悠 氏，木 村 雄 介氏，本 田航 氏 の 多大 な 協力 を

得ま した．ま た，査読者か らは本稿 の 改善の た め に極 め

て 建 設的 で 有 用 な修 正 意見 を い た だ きま した 。こ こ に 記

して 謝意 を表 し ます．
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